
商工労働部（局）　における随意契約の実績　　（令和５年度４／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根拠）

契約の相手方の選定理由 その他

1
企業立地
推進課

令和５年度うる
ま地区内賃貸
工場等の譲受
者等の内定の
審査に係る評
価委託業務契
約

令和6年2
月9日

1,107,002
一般社団法人沖縄県中
小企業診断士協会

沖縄県那覇市字小禄１８
３１－１
沖縄県産業支援センター
３階３１４

第167条の２
第１項第２号

本委託は、沖縄県国際物流拠点産業集積地域
内うるま地区内賃貸工場等の譲受者等の公募
において、譲受・入居申込企業の財務状況等
の評価を外部専門家に委託するものであり、専
門性を重視する必要があることから、公募型プ
ロポーザル方式を採用し、左記の事業者を契
約相手方として選定した。

2
ＩＴイノベー
ション推進
課

沖縄ＩＴ津梁
パーク（企業立
地促進セン
ター・情報通信
機器検証拠点
施設）軒下天井
パネル

令和6年2
月16日

5,999,950 株式会社呉屋組
沖縄県糸満市西崎町5-
10-12

第167条の2
第1項第8号

入札に参加した予定価格超過業者から選定し
た。

3
ものづくり
振興課

液体クロマト四
重極質量分析
装置修繕

令和６年
２月19日

1,167,100
西川計測（株）沖縄営業
所

沖縄県那覇市久茂地１丁
目12番12号

第167条の２
第１項第２号

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センター
に設置されている液体クロマト四重極質量分析
装置(Agilent6540)は、、アジレント・テクノロジー
（株）製のものであり、特殊な部品で構成され修
理に特別な技術を要するため、県内唯一の代
理店である西川計測株式会社との契約が必要
である。

特命随意
契約

4
工業技術
センター

中央監視装置･
自動制御機器
点検業務及び
環境衛生管理
業務委託

令和6年3
月18日

15,351,600 (株)ヤシマ工業
沖縄県那覇市久米２丁目
１６番２５号

第167条の２
第１項第２号

当センターに設置されているアズビル(株)の機
器の保守点検に関しては本県で特約店となっ
ているのはヤシマ工業（株）であり、その総合点
検業務を同社に代わって県内で担っているの
は（株）久米電装のみである。

特命随意
契約
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5
工業技術
センター

庁舎機械警備
業務委託

令和6年3
月18日

1,082,400 セコム琉球（株）
沖縄県那覇市久茂地１丁
目７番１号

第167条の２
第１項第２号

当センターの警備システムはセコム独自の規
格となっているため。

特命随意
契約

6
工業技術
センター

自家用電気工
作物保安管理
業務委託

令和6年3
月18日

1,188,000
（一財）沖縄電気保安協
会

沖縄県那覇市西３丁目８
番２１号

第167条の２
第１項第２号

当センター電気設置の保安管理業務に最も精
通し、迅速、的確かつ安価に行うことが期待で
きる業者であるため。

特命随意
契約

7
工芸振興
センター

小型ＣＮＣ加工
機の修繕

令和6年3
月14日

2,016,850
モディアシステムズ株式
会社　代表取締役　馬杉　
喬

埼玉県越谷市東越谷10-
4-2

地方自治法
施行令第167
条の２第1項
第2号

修繕するCNC加工機（各軸クローズフィードバッ
ク方式）は小型精密切削に特化した加工機であ
り、競合社がなくモディアシステムズ株式会社よ
り導入した。　本機は工芸用に特別使用の特注
仕様であり、修繕が当該メーカーしか対応でき
ないため。

特命随意
契約

8
産業政策
課

令和６年度沖
縄県LPガス料
金高騰支援事
業委託業務

令和6年　
3月15日

17,869,429
日本トータルテレマーケ
ティング（株）

東京都渋谷区渋谷３丁目
12番18号渋谷南東急ビ
ル

第167条の２
第１項第２号

　これまで令和５年４月から12月を対象月として
値引き支援を行ってきたが、LPガス販売事業者
の交付に関する手続きは、左記業者が提供す
る電子システム（以下、「システム」。）を介して
運用を行ってきたところである。
　支援の途中からシステムや事務局を変更する
ことは、LPガス販売事業者の混乱を招くだけで
なく、事務局の立ち上げやシステムの再構築に
時間を要し、迅速な値引き支援に支障をきたす
恐れがある。
　そのため、前年度と同様の業者を契約の相手
方とした。

特命随意
契約


